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2026 年５月 14 日 

各 位 

会 社 名 エ ス ペ ッ ク 株 式 会 社 

代 表 者 代表取締役社長 荒 田  知 

 (コード番号 6859 東証プライム市場) 

問合せ先 
取締役 執行役員 

ｺｰﾎﾟﾚｰﾄ統括本部長 
小田 秀征 

 (TEL.06-6358-4741) 

 

資本コストや株価を意識した経営の実現に向けた対応について（アップデート） 

  

 当社は、2026 年５月 14 日開催の取締役会において、資本コストや株価を意識した経営の実現に向けた対

応について、改めて現状分析を行い、今後の取り組み方針を決議いたしましたので、下記のとおりお知らせ

いたします。 

記 

 

１．現状分析 

当社は株主資本コストを CAPM を用いて算出しており、これまで８％程度と認識しておりましたが、金利上

昇や株主・投資家のみなさまとの対話をふまえ取締役会にて議論を行い、10％程度に見直しました。 

また、当社は、資本収益性の向上を重要な経営課題と認識しており、ROE を重要な経営指標の一つと位置付

けております。現在推進中の中期経営計画「PROGRESSIVE PLUS 2027」（2025 年度～2027 年度）では、ROE 目

標を 12.0％以上と定めております。しかしながら、2025 年度の ROE は 10.0％となり、当初目標 11.0％は未

達となりました。当社といたしましては、安定的に株主資本コストを上回る ROE を確保し、さらに上を目指

していくことが重要であると考えております。 

株価につきましては、2026 年３月末の PBR は 1.03 倍、PER は 11.0 倍となり依然として割安な水準と認識

しております。株式市場に対して中長期的な成長戦略および財務資本戦略を示し、取り組みを推し進めると

ともに、当社の成長性に期待いただけるよう IR 活動の強化にも取り組んでまいります。 

 

実績推移 

 2019/3 2020/3 2021/3 2022/3 2023/3 2024/3 2025/3 2026/3 

売上高 

（百万円） 
47,060 42,443 38,668 41,852 52,892 62,126 67,288 70,034 

営業利益 

（百万円） 
5,470 3,742 2,572 1,968 4,366 6,585 7,526 7,084 

当期純利益

（百万円） 
4,030 2,818 1,961 1,905 3,330 4,969 6,003 5,879 

ROE（％） 9.9 6.6 4.5 4.2 7.2 10.0 11.0 10.0 

PBR（倍） 1.12 0.88 0.94 0.97 0.95 1.26 0.92 1.03 

PER（倍） 10.9 13.3 21.6 23.2 13.5 13.4 8.7  11.0 

株価 2,063 1,642 1,849 1,968 2,035 3,050 2,382 2,973 

※2019/3 は海外連結子会社の決算期が 15 カ月間となる変則決算。売上高、営業利益、当期純利益、 

ROE は海外連結子会社の決算期が 12 カ月間であった場合の参考値 
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２．計画策定・開示 

（１）中期経営計画の目標の見直し 

資本収益性の向上に向けて、当社は中期経営計画「PROGRESSIVE PLUS 2027」（2025 年度～2027 年度）を推

進しておりますが、初年度である 2025 年度の業績をふまえ誠に遺憾ながら 2027 年度目標を以下のとおり見

直しました。ROE 目標につきましては、財務資本戦略をさらに強化することとし、当初目標「12.0％以上」を

据え置いております。 

 

 

 

 

 

（２）資本コストや株価を意識した経営の実現に向けた対応方針の更新 

当社は、資本コストや株価を意識した経営をより実効的なものとするため、資本効率を重視した財務資本

戦略を推進しております。 

これまで当社は、事業の安定成長を最優先に、強固な財務基盤の構築に注力し、高水準の自己資本を維持

してまいりました。一方で、近年の株式市場においては、資本をいかに効率的に活用し、資本コストを上回

るリターンを創出できているかが、企業価値評価における重要な要素であると認識しております。 

こうした認識のもと、今後は資本効率を意識したバランスシート・マネジメントとして、事業リスクや成

長投資に必要な自己資本水準を見極めたうえで、当面は自己資本比率が 70％以内になるようコントロール

してまいります。また、成長投資や企業価値向上に向けて、必要に応じて負債を活用するなど、財務の健全

性と資本効率の両立を図ってまいります。 

当社は、事業の成長戦略と財務資本戦略の両輪を着実に回し、あわせて IR 活動を強化することで、株主

資本コストを上回る ROE を安定的に創出し、持続的な企業価値向上を目指してまいります。 

更新後の資本コストや株価を意識した経営の実現に向けた対応方針は、以下のとおりです。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

中期経営計画「PROGRESSIVE PLUS 2027」の 2027 年度目標 

修正前 売上高 700 億円、営業利益 105 億円、営業利益率 15.0％、当期純利益 76 億円、ROE12.0％以上 

修正後 売上高 760 億円、営業利益 91 億円、営業利益率 12.0％、当期純利益 67 億円、ROE12.0％以上 

 

※下線は 2026 年５月更新内容 

・中期経営計画「PROGRESSIVE PLUS 2027」の 2027 年度目標（売上高 760 億円、営業利益 91 億円、 

営業利益率 12.0％、当期純利益 67 億円、ROE12.0％以上）の達成を目指す 

・営業利益率の向上と総資産の効率化によるキャッシュの創出と必要に応じた負債の活用 

・資本効率を重視した BS マネジメントとして、自己資本比率 70％以内、手元流動性３カ月以内を 

指標とし、資本をコントロールする 

・３年間のキャッシュアロケーション方針に基づき、成長投資と株主還元を積極的に行う 

 株主還元方針：配当性向 40％以上とし自己株式取得を機動的に実施 

         当中期経営計画期間は３年間累計で総還元性向を 50％以上とし減配しない 
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（３）資本収益性向上に向けた主な取り組み 

①収益性の向上 

AI 半導体や自動運転、衛星通信分野をターゲットとした成長戦略の実行、収益力の強化に取り組んでま

いります。 

2025 年度においては、日本や東南アジア、台湾では AI 半導体分野、北米では衛星通信分野の開拓が進む

とともに、ターゲット市場向け新製品を発売いたしました。また、経営課題であったカスタム製品の収益性

が改善したものの、装置事業における中国市場の競争激化や、EV 減速に伴う受託試験サービスの減少によ

り収益性が悪化いたしました。このような課題に早期に手を打つとともに、中期経営計画の重点取り組みで

ある「商品価値の向上」および「モノづくりの高効率化」を着実に推し進め、収益力を強化してまいります。 

 

②財務戦略・株主還元 

2025 年度においては、原材料在庫の圧縮や生産リードタイムの改善による仕掛品の圧縮により総資産の

効率化を図るとともに、中期経営計画３年間のキャッシュアロケーション方針に基づき、成長投資と株主還

元の両立を図ってまいりました。 

株主還元については、株主還元方針に基づき、2025年 11 月に自己株式の取得を決定するとともに、自己

株式の消却に関する基本方針を制定いたしました。引き続き、配当性向 40％以上を基本とし、機動的な自

己株式取得を実施するとともに、中期経営計画期間においては３年間累計で総還元性向 50％以上を目安と

し、減配を行わない方針としております。 

今後も、財務健全性の確保と資本効率の向上を両立させながら、持続的な企業価値向上を目指してまいり

ます。 

 

③IR 活動の強化 

株式市場での評価向上および経営強化に向けて、株主・投資家との対話充実に取り組んでまいります。 

2025 年度においては、延べ 199 社（2024 年度比 1.3倍）の国内外のアナリスト・機関投資家と面談を実

施し、経営トップも積極的に IR 活動に参画しております（社長面談は延べ 25 社）。また、オンラインでの

決算説明会の開催や、個人投資家向け会社説明会の実施、統合報告書、スポンサードリサーチレポートの発

行など株主・投資家との対話をふまえ IR 活動の充実にも取り組んでおります。経営へのフィードバックと

しては取締役会にて年５回報告を行っており、引き続き経営戦略や施策の改善につなげてまいります。 

 

（注）本資料は、現時点において入手可能な情報に基づき合理的に判断して作成したものでありますが、 

今後さまざまな要因によって変動する可能性があることをご承知おきください。 

 

以上 


